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令和７年度
全国学力・学習状況調査の概要1-1

　全国学力・学習状況調査は、義務教育の機会均等と
その維持向上の観点から、
• 全国的な児童生徒の学力や学習状況を把握・分析し、

教育施策の成果と課題を検証し、その改善を図る
• 学校における児童生徒への学習指導の充実や学習状

況の改善等に役立てる
• そのような取組を通じて、教育に関する継続的な検証

改善サイクルを確立する
　ことを目的として実施している調査です。
　令和７年度調査は、小学校６年生、中学校３年生を対
象として、国語、算数・数学、理科を実施しました。理科（中
学校）、児童質問調査（小学校）、生徒質問調査（中学校）
は、オンラインによる CBT 方式で実施しました。

調査結果の取扱いの
改善の方向性1-2

　「全国的な学力調査に関する専門家会議」およびその
下に設置した「調査結果の取扱い検討ワーキンググルー
プ」において、「全国学力・学習状況調査の調査結果の
取扱いの改善の方向性」（令和７年６月６日）が取りまと
められ、今後の全国学力・学習状況調査の調査結果に
ついて、児童生徒の学習成果や課題がわかるような示し
方に改善することや、都道府県・指定都市別結果につい

ては平均正答率の公表に加えて箱ひげ図や散布図も用
いて調査結果を多面的に解釈できる示し方に改善すべき
であること等が示されました。
　これを受けて、令和７年７月 14 日、調査結果を学校
に提供するとともに、正答率などの全国平均や、今回初
めてデータを収集した不登校児童生徒の参加状況など
を公表しました。平成 19 年度の調査開始以来初めて、
学校現場からの要望に応えて、夏休み前に結果を提供し
ました。令和７年７月 31 日には、令和７年度調査の全国
データに基づく分析結果を公表しました。さらに、令和
７年秋頃を目途に、都道府県・指定都市別データに基づ
く分析結果を公表予定です。

令和７年度調査
教科調査の結果（国語）1-3

　国語の調査結果においては、
• 目的に応じて、文章と図表などを結び付けるなどして

必要な情報を見付けること
• 自分の考えが伝わる文章になるように、根拠を明確に

して書くこと
に課題が見られました。
　例えば、小学校国語では、目的に応じて、文章と図
表などを結び付けるなどして必要な情報を見付けること
ができるかどうかをみる問題として、以下のような問題
を出題しました。

言葉の変化について自分が納得したことを、次の条

令和７年度
全国学力・学習状況調査の
結果等について
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件に合わせて書く。
条件１：納得したことを【資料１】から言葉や文を取

り上げて書くこと。
条件２：納得した理由を【資料２】、【資料３】、【資料

４】の中から選び、言葉や文を取り上げて
書くこと。

　この問題では、条件１・２を満たして書かれた以下のよ
うな例が正答となります。

言葉は年月とともに変化するということになっとくし
ました。なぜなら、「新しい」という言葉が、奈良時
代には「あらたし」と言われていたように、時代とと
もに言葉の形が変わることがあるからです。

　しかし、以下の誤答のように、納得したことは書けた
ものの、納得した理由を複数の資料から取り上げて書け
ず、条件２を満たせなかった児童が見受けられました。

言葉の広がりや深さにも、ふれていただきたいとい
うことになっとくしました。これからも言葉を大切に
したいと思います。

　また、中学校国語では、自分の考えが伝わる文章に
なるように、根拠を明確にして書くことができるかどうか
をみる問題として、以下のような問題を出題しました。

【ちらし】に小学生の感想をもとに今年の美術展で
工夫したことを書き加える。
条件１：今年の美術展の【工夫】と、【工夫】と結

び付く小学生の【感想の一部】を選択する。
条件２：１で選んだ【工夫】と【感想の一部】との

関係が分かるように、接続する語句や指示
する語句を用いて書く。

　この問題では、条件１・２を満たして書かれた以下のよ

うな例が正答となります。

昨年の来場者から、どうやって作品を作ったのか知
りたくなったという感想をもらいました。そこで、今
年は中学生が作品について説明します。気になる作
品があったら、ぜひ中学生に質問してください。

　しかし、以下の誤答のように、伝えたい事柄とその根
拠を適切に結び付けながら、自分の考えが伝わる文章に
なるように書くことなどに課題がある生徒が見受けられ
ました。

今年の美術展では、中学生が作品について説明しま
す。昨年参加した小学生の感想に、いろいろな作品
が展示されていて楽しかったという声がありました。

　以上のような調査結果を踏まえると、国語の指導にお
いては、文章を読む目的を明確にして必要な情報を捉え
ること、伝えたいことの根拠を明確にして書くことを意
識させることが重要と言えます。

令和７年度調査
教科調査の結果（算数・数学）1-4

　算数・数学の調査結果においては、
• 数直線上の分数を捉えることや、百分率を倍を使って

捉え直し表現すること
• あらかじめ書かれている図形の証明を評価・改善する

こと
に課題が見られました。
　例えば、小学校算数では、数直線上で、１の目盛りに
着目し、分数を単位分数の幾つ分として捉えることがで
きるかどうかをみる問題として、以下のような問題を出
題しました。
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数直線上にア、イで示された数を分数で書く。

　正答は、以下のとおりです。

　しかし、以下の誤答のように、数直線上に示された１
より大きい数を、１より大きい分数として捉えて表すこと
ができていない児童が見受けられました。

　また、「10% 増量」の意味を解釈し、「増加後の量」が「増
加前の量」の何倍になっているかを表すことができるか
どうかをみる問題として、以下のような問題を出題しま
した。

10％増量のつめかえ用のハンドソープの内容量が、
増量前の何倍かを選択する。

　正答は、「1.1 倍」です。しかし、「10％増量」が増
加前の量の 1.1 倍になっていることだと解釈できていな
い児童が見受けられ、「0.1 倍」「10 倍」等の誤答が見
受けられました。
　中学校数学では、統合的・発展的に考え、条件を変
えた場合について、証明を評価・改善することができる
かどうかをみる問題として、以下のような問題を出題し
ました。

四角形 AECF は平行四辺形となることの証明のう
ち、変更が必要な部分を選択し、書き直す。

　この問題では、「エ」を選択し以下のように書き直すこ
とができていれば正答となります。

（誤）AD－DF＝BC－BE　（正）AD＋DF＝BC＋BE

　しかし、既に書かれている証明が適切かどうかを評価
できない生徒が見受けられ、「エ」を選択したものの書
き直すことができていなかったり、他の選択肢を選択し
たり、といった誤答が見受けられました。
　以上のような調査結果を踏まえると、基準となる数を見
いだし数量の関係を捉えさせることや、数学的な用語や表
現について知識の習得と習得した知識を活用する活動を行
き来しながら理解を深めていくことが重要と言えます。

令和７年度調査
教科調査の結果（理科）1-5

　理科の調査結果においては、
• 電気が通る回路を実際の生活の中でつくること
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• 化学変化を原子や分子のモデルで表すこと
に課題が見られました。
　例えば、小学校理科では、電気の回路のつくり方につ
いて、実験の方法を発想し、表現することができるかどう
かをみる問題として、以下のような問題を出題しました。

電気を通す物（グレー）と通さない物（白）ででき
たフェンシングの人形について、人形 A の剣を人形
B に当てたときだけ、ベルが鳴る回路を選ぶ。

　正答は、「４」です。しかし、電気が通る回路のつくり
方に関して理解、表現できていない児童が見受けられま
した。
　中学校理科では、化学変化に関する知識及び技能を
活用して、実験の結果を分析して解釈し、化学変化を原
子や分子のモデルで表すことができるかどうかをみる問
題として、以下のような問題を出題しました。

二酸化炭素の中でマグネシウムが燃焼する際の化学
反応について、原子や分子のモデルで表す。

　正答は、以下のとおりです。

　しかし、以下のように、化学変化で生じている反応に
ついて十分に理解していない生徒が見受けられ、以下の
ような誤答が見受けられました。

　以上のような調査結果を踏まえると、問題解決や科学
的な探究のプロセスを通して、学習を通して身に付けた
知識を活用することができるような指導の充実が重要と
言えます。

質問調査の結果1-6

1-6-1　学習指導要領の趣旨を踏まえた
教育活動の取組状況

　まず、約８割の児童生徒が「主体的・対話的で深い学
び」に取り組んだと考えており、「主体的・対話的で深い
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学び」に取り組んだと考える児童生徒ほど、各教科の正
答率・スコアが高い傾向が見られました。また、児童生
徒の主体的・対話的で深い学びに関する回答と児童生徒
のウェルビーイングに関する回答との間には相関が見ら
れました。
　また、家庭の社会経済的背景（SES:Socio-Economic 
Status）が低いグループほど、各教科の正答率・スコア
が低い傾向が見られます。しかし、「主体的・対話的で
深い学び」に取り組んだ児童生徒は、SES が低い状況に
あっても、各教科の正答率・スコアが高い傾向が見られ
ました。
　さらに、約７割～８割の児童生徒が主体的に学習を調
整できていると考えており、主体的に学習を調整できて
いると考える児童生徒ほど、各教科の正答率・スコアが
高い傾向が見られました。

1-6-2　ICT を活用した学習状況
　ICT 機器の活用については、「ほぼ毎日（１日に複数の
授業）」「ほぼ毎日（１日に１回くらいの授業）」「週３回以上」
活用する学校が増え、小学校 97％、中学校 94% とな
りました。また、児童生徒の ICT 機器を使用する頻度と
各教科の正答率・スコアとの間に、一定の関係が見られ
ました。また、ICT 機器が、不登校児童生徒、特別な支
援を要する児童生徒、外国人児童生徒等に対する学習活
動等の支援や、児童生徒の心身の状況の把握等にも活
用されていることが明らかになりました。
　次に、約８割の児童生徒が ICT 機器で「文章を作成す
る（文字、コメントを書くなど）」ことができる、約９割の
児童生徒が「インターネットを使って情報を収集する（検
索する、調べるなど）」ことができると考えていました。
また、ICT 機器を活用する自信がある児童生徒ほど、探
究的な学びに取り組んだと回答している傾向や、各教科
で自分の考えを工夫してまとめたり発表したりする活動に
取り組んでいた傾向、「自分にはよいところがあると思う」
と回答している傾向が見られました。
　さらに、約９割の児童生徒が、ICT 機器について「分か

らないことがあった時に、すぐ調べることができる」「画像
や動画、音声等を活用することで、学習内容がよく分かる」

「友達と協力しながら学習を進めることができる」と考え
ていました。また、ICT 機器活用の効力感に関して肯定的
に回答した児童生徒ほど、自分と違う意見や新たな考えに
ついて考えることに前向きな傾向が見られました。

1-6-3　教科に関する意識や学習活動
　各教科の授業がよく分かると回答した児童生徒ほど各
教科の正答率・スコアが高い傾向が見られましたが、「当
てはまる」と回答した児童生徒の割合が全教科で前回調
査から減少しました。また、各教科への興味・関心に関
する項目として、国語、算数・数学、理科の各教科が好
きかどうか、役に立つと思うかどうか、得意かどうか、と
いう質問を盛り込みました。国語、数学、理科をそれぞ
れ得意でないと考えている中学校生徒は約５割でした。
　また、今年度から、男女別の分析結果も公表しました。
男女別に平均正答率・スコアを比較すると、国語、理科
は小・中学校とも女子が男子を上回りました。算数・数
学は小・中学校とも男子が女子を上回りました。ただし、
算数・数学、理科については、大きな男女差は見られま
せんでした。
　各教科の授業で学習したことが「将来、社会に出たと
きに役に立つ」という意識は、いずれの教科においても
大きな男女差は見られませんでした。一方、算数・数学、
理科については、平均正答率・スコアの男女差が見られ
ないにも関わらず、「好き」「授業の内容がよく分かる」「得
意」と回答する割合は、女子が男子を下回りました。平
均正答率・スコアが女子の方が高い国語については、「好
き」「授業の内容がよく分かる」「得意」と回答する割合は、
女子が男子を上回りました。
　次に、各教科において、読んで理解する学習活動を実
施している児童生徒ほど、各教科の正答率・スコアが高
い傾向が見られ、特に、「文字式を用いた説明や図形の
証明を読んで、かかれていることを理解することができ
る」の回答状況と中学校数学の正答率との高い相関が見
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られました。また、読書が好きな児童生徒ほど各教科の
正答率・スコアが高い傾向が見られましたが、そのよう
な児童生徒の割合が減少している傾向も見られました。

1-6-4　児童生徒のウェルビーイング
　に関する状況

　「自分には、よいところがあると思う」と回答した児童
生徒、「先生がよいところを認めてくれていると思う」と
回答した児童生徒はいずれも増加し、約９割でした。また、

「普段の生活の中で、幸せな気持ちになることはどれく
らいあるか」の質問に肯定的に回答した児童生徒も増加
し、約９割でした。

1-6-5　学校外での学習状況
　学校の授業時間以外における児童生徒の勉強時間は、小
学校・中学校とも、令和３年度以降、平日・休日いずれも減
少傾向となっています。学習塾や家庭教師による学習状況
は横ばいでした。

令和６年度
経年変化分析調査・保護者に対する
調査の概要

2-1

　令和６年度全国学力・学習状況調査のうち、令和６年５月
から６月にかけて実施した経年変化分析調査・保護者に対す
る調査の結果について、令和７年７月31日に公表しました。
　経年変化分析調査は、全国的な学力の状況について、
経年の変化を把握・分析し、今後の教育施策の検証・改
善に役立てるため、国・公・私立の小学校６年生・中学
校３年生の抽出された児童生徒を対象に行う調査です。
国語、算数・数学、英語（英語は中学校のみ）について、
調査を実施しました。
　保護者に対する調査は、家庭状況と学力等の関係につ
いて経年の変化を把握・分析し、今後の教育施策の検証・
改善に役立てるため、経年変化分析調査を実施した児童
生徒の保護者を対象に行う調査です。児童生徒の家庭に

おける状況、教育に関する考え方等に関する質問調査を
実施しました。

令和６年度
経年変化分析調査の結果2-2

　平成28年度、令和３年度、令和６年度（PBT 実施校）
の結果を比較したところ、小学校国語・算数、中学校国語・
英語について、スコアの低下が見られました。中学校数
学については、スコアの変化は見られませんでした。また、
SES が低い層の方がスコアの低下が大きい状況が確認
されました（中学校英語を除く。）。

　ただし、全国の本調査のスコア分布の状況に関する変
化の有無は中長期的に継続して分析する必要があり、次
回（令和９年度予定）以降の結果もあわせて引き続き分
析してまいります。
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令和６年度
保護者に対する調査の結果2-3

　児童生徒の学校外での過ごし方について、学校外での
勉強時間は前回調査から減少しました。学校外での勉強時
間が長いほど、経年変化分析調査のスコアが高い傾向が
見られました。また、テレビゲームの使用時間は前回調査
から増加しました。テレビゲームの使用時間が長いほど、
経年変化分析調査のスコアが低い傾向も見られました。同
様に、スマートフォンの使用時間も前回調査から増加しまし
た。スマートフォンの使用時間が一定程度を超えると、経
年変化分析調査のスコアが低下する傾向も見られました。
　次に、児童生徒の学校外での過ごし方に影響を与えてい
る可能性があるものについて分析しました。「子供と勉強の
話をする」という保護者の割合が減少しましたが、そのよう
な保護者の子供の方が勉強時間が長い傾向が見られました。

「学校生活が楽しければ良い成績を取ることにはこだわら
ない」という保護者の割合が増加しましたが、そのような保
護者の子供の方が勉強時間が短い傾向も見られました。ま
た、「ゲームの時間を限定している」という保護者の子供の
方がテレビゲームの時間が短いこと、「スマホルールを守る
よう促す」という保護者の子供の方が SNS や動画視聴の時
間が短いこと、保護者のテレビゲーム、SNS・動画視聴の使
用時間がそれぞれ長いと子供の使用時間も長い傾向が見ら
れました。さらに、授業が「よく分かる」と回答している児童
生徒の方が勉強時間が長く、テレビゲーム、SNS・動画視
聴の時間が短い傾向が見られました。ただし、授業がよく分
かる場合も分からない場合も、家で保護者と勉強の話をす
る児童生徒の勉強時間が長い傾向が見られました。

調査結果を踏まえた
教育委員会における取組の推進3

　都道府県・指定都市教育委員会等に対して、「令和７

年度全国学力・学習状況調査の結果公表②及び調査結
果の活用や取扱いについて（通知）」（令和７年８月８日付
け７文科教第 799 号）および「令和６年度全国学力・学
習状況調査経年変化分析調査及び保護者に対する調査
の結果について（通知）」（令和７年８月８日付け７文科教
第 800 号）を発出し、これらの調査結果の分析・検証
の結果を踏まえ、それぞれの役割と責任に応じて、改善
計画等の作成を行うことなどにより、域内の教育や教育
施策の改善に向けて総合的かつ計画的な取組を進めるこ
とを要請しました。

調査のCBT化と
これからの全国学力・学習状況調査4

　全国学力・学習状況調査は、令和９年度以降、CBT に
全面移行する予定です。CBT や IRT（項目反応理論）の
導入によって、児童生徒一人一人の学習指導の充実に向け
た、全国学力・学習状況調査の活用の可能性が広がります。
文部科学省は、これからの全国学力・学習状況調査によっ
て我が国の学力水準の維持・向上を図ってまいります。
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調査結果の詳細等5

〇 令和７年度全国学力・学習状況調査　報告書・調査
結果資料

https://www.nier.go.jp/25chousakekkahoukoku/
index.html
〇 令和６年度経年変化分析調査・保護者に対する調査　

調査結果資料
https://www.nier.go.jp/24chousakekkahoukoku/
kannren_chousa/keinen_hogosha_chousa.html
〇 令和７年度全国学力・学習状況調査の調査結果を踏ま

えた学習指導の改善・充実に向けた説明会
https://www.nier.go.jp/kaihatsu/setsumeikai/
r07setsumeikai/index.html
〇 全国学力・学習状況調査の調査結果の取扱いの改善

の方向性（令和７年６月６日）
https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/
gakuryoku-chousa/1421443_00007.htm
〇 令和７年度全国学力・学習状況調査の結果公表②及

び調査結果の活用や取扱いについて（通知）（令和７
年８月８日）

https://www.mext.go.jp/content/20250812-
mxt_chousa02-000036913.pdf

〇 令和６年度全国学力・学習状況調査経年変化分析調
査及び保護者に対する調査の結果について（通知）（令
和７年８月８日）

https://www.mext.go.jp/content/20250812-
mxt_chousa02-000030972.pdf
〇 全国学力・学習状況調査への CBT や IRT の導入につ

いて（令和６年10月25日教育課程部会資料）
https://www.mext.go.jp/content/20241025-
mxt_kyoiku01-000038590-01.pdf

https://www.nier.go.jp/25chousakekkahoukoku/index.html 
https://www.nier.go.jp/25chousakekkahoukoku/index.html 
https://www.nier.go.jp/24chousakekkahoukoku/kannren_chousa/keinen_hogosha_chousa.html
https://www.nier.go.jp/24chousakekkahoukoku/kannren_chousa/keinen_hogosha_chousa.html
https://www.nier.go.jp/kaihatsu/setsumeikai/r07setsumeikai/index.html
https://www.nier.go.jp/kaihatsu/setsumeikai/r07setsumeikai/index.html
https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/gakuryoku-chousa/1421443_00007.htm
https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/gakuryoku-chousa/1421443_00007.htm
https://www.mext.go.jp/content/20250812-mxt_chousa02-000036913.pdf
https://www.mext.go.jp/content/20250812-mxt_chousa02-000036913.pdf
https://www.mext.go.jp/content/20250812-mxt_chousa02-000030972.pdf
https://www.mext.go.jp/content/20250812-mxt_chousa02-000030972.pdf
https://www.mext.go.jp/content/20241025-mxt_kyoiku01-000038590-01.pdf
https://www.mext.go.jp/content/20241025-mxt_kyoiku01-000038590-01.pdf
https://www.mext.go.jp/content/20241025-mxt_kyoiku01-000038590-01.pdf
https://www.mext.go.jp/content/20250812-mxt_chousa02-000030972.pdf
https://www.mext.go.jp/content/20250812-mxt_chousa02-000036913.pdf
https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/gakuryoku-chousa/1421443_00007.htm
https://www.nier.go.jp/kaihatsu/setsumeikai/r07setsumeikai/index.html
https://www.nier.go.jp/24chousakekkahoukoku/kannren_chousa/keinen_hogosha_chousa.html
https://www.nier.go.jp/25chousakekkahoukoku/index.html
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　文部科学省では、教育、科学技術・学術、スポーツ、
文化芸術にわたる文部科学省全体の施策を広く国民に
紹介することを目的として、文部科学白書を毎年刊行し
ています。この度、令和７年７月に、令和６年度文部科
学白書を公表しました。構成は次のとおりです。

第１部　特集
　特集１　我が国の「知の総和」向上の未来像　　　

～高等教育システムの再構築～
　特集２　パリオリンピック・パラリンピック競技大会の

軌跡 
第２部　文教・科学技術施策の動向と展開

　以下では、令和６年度文部科学白書の概要について
紹介します。全文は文部科学省ウェブサイトに掲載され
ていますので是非御覧ください。

https://www.mext.go.jp/b_menu/hakusho/
html/hpab202001/mext_00001.html

　

特　集第1部

特集１  我が国の「知の総和」向上の未来像
～高等教育システムの再構築～

　令和 7 年 2 月に中央教育審議会で取りまとめられた、
「我が国の「知の総和」向上の未来像～高等教育シス
テムの再構築～（答申）」について紹介しています。
　本答申は急速な人口減少をはじめとする社会変化や高
等教育を取り巻く状況の変化を踏まえ、「質」「規模」「ア
クセス」の 3 点を軸に、今後の高等教育政策の目指す
べき方向性や具体的方策等を示すものです。

【内容】
① 今後の高等教育の目指すべき姿
• 直面する課題とこれまでの高等教育政策
• 高等教育が目指す姿

② 今後の高等教育政策の在り方
• 教育研究の「質」の更なる高度化
•  高等教育全体の「規模」の適正化
• 高等教育への「アクセス」確保
• 機関別・設置者別の役割や連携の在り方
• 高等教育改革を支える支援方策の在り方

特集2  パリオリンピック・パラリンピック
競技大会の軌跡

　令和６年７月から９月にかけて開催された、パリオリン
ピック・パラリンピック競技大会の概要や結果をまとめる

令和６年度
文部科学白書が刊行されました

https://www.mext.go.jp/b_menu/hakusho/html/hpab202001/mext_00001.html
https://www.mext.go.jp/b_menu/hakusho/html/hpab202001/mext_00001.html
https://www.mext.go.jp/b_menu/hakusho/html/hpab202001/mext_00001.html
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とともに、選手の活躍を支えた文部科学省の取組や、東
京 2020 大会のレガシーの継承について紹介していま
す。

【内容】
① 日本選手団の活躍
• パリ2024 オリンピック競技大会での日本選手団の活躍
• パリ2024 パラリンピック競技大会での日本選手団の

活躍
　　
② 選手の活躍を支えた取組
• 国際競技力向上に向けた支援
• ハイパフォーマンススポーツセンター（HPSC）
• ナショナルトレーニングセンター（NTC）
• 国立スポーツ科学センター（JISS）

③ 東京オリンピック・パラリンピック競技大会の
レガシーの継承

④ 持続可能な国際競技力向上に向けた今後の取組

体操男子日本代表

文教・科学技術施策の
動向と展開第2部

　第２部は文教・科学技術施策全般に関する年次報告で
す。以下では、その概要を紹介します。

○第１章　教育政策の総合的推進と　
生涯学習社会の実現

　中央教育審議会における審議状況や主な諮問事項に
ついて取り上げています。
　令和５年 6 月に閣議決定された「第 4 期教育振興基
本計画」の内容についても引き続き紹介しています。
　また、文部科学省では、生涯学習社会の実現のため
の取組を進めています。ここではリカレント教育の充実
に向けた最新の動向や、青少年の体験活動の推進、コミュ
ニティ・スクールと地域学校協働活動の一体的推進等の
取組、日本語教育機関認定法の施行を踏まえた取組に
ついて紹介しています。

○第2章　初等中等教育の充実
　社会が急速な変化を遂げている時代において、初等
中等教育段階では、全ての子供たちの可能性を引き出
す個別最適な学びと協働的な学びを一体的に推進してい
くことが重要です。本章では、次期学習指導要領に向け
た検討事項の内容や、教職の魅力を向上させ、教師に
優れた人材を確保するための、学校における働き方改革
の更なる加速化、指導・運営体制の充実、教師の処遇
改善といった教師を取り巻く環境整備の取組等について
紹介しています。

○第３章　高等教育の充実
　様々な社会構造の変化が予測される中、高等教育機
関は、国民や社会からの期待に応える改革を主体的に実
行することが必要であり、加えて、学生等が経済的事情
により進学・修学を断念することがないようにすることが
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重要です。本章では、高等教育の更なる発展に向けた、
中央教育審議会大学分科会での議論、グローバル人材
育成に向けた留学モビリティの推進に係る取組等につい
て紹介しています。
　また、令和７年 3 月に成立した、大学等における修学
の支援に関する法律の一部を改正する法律による多子世
帯の学生等への授業料等減免の拡充など、教育費負担
軽減の取組についても紹介しています。

○第４章　私立学校の振興
　私立学校では、多様化する社会のニーズに応じた特色
ある教育研究が推進されています。
　本章では、学校法人制度の改善のための私立学校法
の改正や私立学校に対する助成、学校法人に係る税制改
正等の私立学校の振興に関する最新の動向を紹介してい
ます。

○第5章　科学技術・学術政策の総合的推進
　文部科学省では、科学技術・学術に関する基本的な
政策の企画・立案や推進、研究開発に関する具体的な
計画の作成や推進等を行っています。本章では、 多様な
フィールドで活躍できる博士人材の育成、国際卓越研究
大学の認定をはじめとした研究力の抜本的強化、北極域
研究船「みらいⅡ」の建造をはじめとした我が国の地球
規模課題への対応等の取組について紹介しています。

○第6章　スポーツ立国の実現
　スポーツ庁では、スポーツが持つ多様な価値を高める
べく「第３期スポーツ基本計画」に基づき、様々な施策
を推進しています。本章では、幼児期から大学生までの
スポーツ活動の推進、パラスポーツの振興、スポーツの
成長産業化、スポーツを通じた地域活性化、国際競技力
向上等の取組について紹介しています。

○第7章　文化芸術立国の実現
　文化庁では、「第２期文化芸術推進基本計画」に基づ

いて、文化芸術に関する施策の総合的かつ計画的な推
進を図っています。本章では、世界遺産登録に向けた動
き、国立施設をはじめとする博物館・劇場等の振興、「日
本博 2.0」等による文化と経済の好循環の創出に向けた
取組等について紹介しています。

○第８章　国際交流・協力の推進
　本章では、令和６年 10 月にブラジルで開催された
G20 教育大臣会合や、9 月にバンコクで開催された第６
回アジア太平洋教育 2030 会合等、諸外国政府の・国
際機関との連携やユネスコへの参加・協力について記載
しています。
　また、科学、文化及び情報コミュニケーション分野に
おける国際な取組や、ASEAN＋３や OECD などをはじ
めとした国際的な枠組みにおける取組等について紹介し
ています。

○第９章　教育DXの推進、
ICTを活用した情報発信の強化

　文部科学省では、ICT の活用を推進し、個別最適な学
びと協働的な学びの実現に向けた取組を進めています。
　本章では、教育 DX の推進に向けた令和７年度以降の
ICT 環境整備方針や、学校における働き方改革等に向け
た次世代の校務 DX の推進、さらに文部科学省・スポー
ツ庁・文化庁それぞれの ICT を活用した情報発信等の
取組について紹介しています。

○第10章　安全・安心で質の高い　　
学校施設の整備

　文部科学省では、安全・安心で質の高い学校施設づく
りを推進しています。
　本章では、学校施設の老朽対策、耐震化、防災機能
強化、バリアフリー化や環境を考慮した整備等について
紹介しています。また、産業界や地域との連携等による
国立大学等施設の共創拠点化に向けた取組等について
も紹介しています。
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　さらに、実践的な防災教育等の災害予防や、防災に関
する研究開発の推進、令和６年度に発生した災害に対す
る復旧等の支援等についても紹介しています。加えて令
和６年能登半島地震及び豪雨への文部科学省の対応や、
被災地学び支援派遣等枠組み（D-EST）の構築につい
て紹介しています。

新しい時代の学びを支える学校施設のイメージ

○第11章　東日本大震災からの復興・
創生の進展 

　本章では、東日本大震災から 14 年が経過した現在も、
文部科学省が復興・創生を目指して実施する、文教施
設の復旧や就学支援、児童生徒の心のケア、復興を支
える人材の育成、大学・研究所等を活用した地域の再
生等の取組について紹介しています。
　また、令和５年４月に設置された福島国際研究教育機
構の取組についても紹介しています。

○第12章　文部科学省改革、
行政改革・政策立案機能強化
に向けた取組

　本章では、国民に信頼される新たな文部科学省の創
生に向けた文部科学省改革の取組について取り上げると
ともに、「Driving MEXT Project」や EBPM の実践を
含む政策推進のための取組及び評価の実施等について

紹介しています。
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　東京・お台場の日本科学未来館では、学校団体を対
象に、科学コミュニケーターがファシリテーションを行う
予約制プログラムを提供しています。展示見学に加えて、
こうしたプログラムを体験してもらう事で、科学的な視
点を通して身のまわりの出来事に問いを持ち、自ら考え
る力や探究心を育む機会として、ご活用いただければと
考えています。ここでは、今年新たに加わったプログラ
ムを中心にご紹介します。

トークプログラム（30 分）1

　科学コミュニケーターの問いかけにより、参加者の意
見や疑問を引き出しながら、科学的な見方やさまざまな
テーマが社会とどのように関わっているのかを一緒に考
えていくプログラムです。展示見学後の解説や質疑応
答にも対応しています。

●『ねむねむ』リサーチ！　　　　　
～あなたの眠気とうまくつきあおう

　誰にとっても身近な「眠気」をテーマに、体内時計や
遺伝子など、これまでの研究で明らかになってきた科学
的知見を紹介します。今なお謎の多い眠気のしくみに迫
りながら、自分自身の眠気との向き合い方や、生活習
慣を考えるきっかけとなるプログラムです。

●桃太郎、量子コンピュータに出会う
　昔話の桃太郎が「鬼退治につれていく動物を選べた
ら？」というユニークな設定をもとに、次世代コンピュー
タとして注目されている「量子コンピュータ」を紹介し
ます。量子の「重ね合わせ」や「量子アルゴリズム」と
いったキーワードを取り上げ、楽しくわかりやすく、量子
情報科学の最先端に触れる内容です。

●お金は地球を救う……のか？
～自然のめぐみに値段をつけるなら

　花粉を運ぶ昆虫など、私たちの暮らしを支える自然の
恵みに「値段」をつけたらどうなるのでしょうか。経済
的な視点から自然の価値を考えてみることで、環境保全
の仕組みやその限界に気づき、値段では測りきれない
自然の価値にも目を向けるきっかけになるトークです。

ワークショップ（90 分）・
実験教室（140 分）2

　科学コミュニケーターのファシリテーションにより、参

未来館における
学校団体向けプログラムのご紹介
～対話と体験を通して、科学のまなざしを育てる～
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加者同士の対話や共同作業を通じて、科学的な考え方
や実験手法を学ぶ体験型のプログラムです。探究的な
学びと論理的思考を育む機会となります。

●ワークショップ「科学の考え方で未来を
予想！～渡り鳥はどこを飛ぶ？」

　さまざまな地球のデータにアクセスできる展示「ジオ・
スコープ」を使って、渡り鳥の今と未来の動向を科学的
に予想します。異なる情報から地球の変化と渡り鳥との
関係性を把握し、参加者同士で話し合いながら自分なり
の考えをもつことを目指します。予想に必要な情報は何
かを考え、その情報から未来の可能性を探るプロセスを
通じて、論理的思考力を養うワークショップです。

●実験教室「PCRってなに？～大腸菌の遺
伝子を比べてみよう～」

　新型コロナウイルス感染症に関するニュースでよく
耳にした PCR（ポリメラーゼ連鎖反応：Polymerase 
Chain Reaction）は、DNA を調べるために生命科学
の実験で広く用いられている手法です。このプログラム
では、PCR の仕組みを学びながら、大腸菌の DNAを使っ
て、見た目ではわからない遺伝子の違いを調べます。

◎そのほかの学校団体向けプログラムや、詳細・お申し
込みについては、下記をご覧ください。
https://www.miraikan.jst.go.jp/visit/group/
programs/
◎日本科学未来館へのお問い合わせ
03-3570-9151（受付時間：開館日の 10:00 ～ 17:00）
https://www.miraikan.jst.go.jp/contact/

https://www.miraikan.jst.go.jp/visit/group/programs/
https://www.miraikan.jst.go.jp/visit/group/programs/
https://www.miraikan.jst.go.jp/contact/
https://www.miraikan.jst.go.jp/visit/group/programs/
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はじめに1
（1）前橋市の紹介
　前橋市は群馬県の中南部、東京から約 100㎞に位置
する県都です。市域の北部は赤城山に至り、海抜の最高
は 1,823m、最低は 64m で北東から南西に向かって緩
やかな傾斜を見せています。市の中央部から南部にかけ
ては、海抜 100m 前後の平坦地が開け、西境の近くを
利根川が南流しています。人口は令和 7 年 6 月 30 日
現在 327,960 人です。　　
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(2)前橋市の教育 

前橋市教育の大綱では、前橋市の教育が目指

す人物像を「多様な人と協働しながら、主体的・

創造的に社会を創る人」としています。この実

現のため、令和5年度から令和10年度まで「第

3 期前橋市教育振興基本計画」を策定し、「個

性を伸ばす」、「多様性を認め合う」、「新た

な価値を創造する」、「市民としての誇りを継

承する」という４つの指針に基づき、学校教育、

青少年教育、社会教育、教育環境整備の４つの

各分野における基本理念と具体的重点施策を定

めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

寄附による教育財源の確保策 
～前橋で学ぶ全ての人のために～ 
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　市内には小学校 46 校、中学校 20 校、特別支援学校
1 校、市立高等学校 1 校、市立幼稚園 2 園を有し、児
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寄附による教育財源の確保策寄附による教育財源の確保策
～前橋で学ぶ全ての人のために～～前橋で学ぶ全ての人のために～

【地元農家の化学肥料不使用「ねぎ」で郷土
料理の「おっきりこみ」（うどん）を提供】
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童生徒数は合計 23,023 人（令和 7 年 5 月 1 日現在）
です。学校給食は市内 6 か所の共同調理場でそれぞれ
献立を作成し調理提供しています。また、令和 6 年 6
月から市立中学校の給食費無償化に加え、令和 7 年 4
月から市立小学校の給食費無償化を実施しています。
　また、生涯学習・社会教育の拠点として中央公民館及
び地区公民館 15 館があり、各種講座を開催するととも
に、貸部屋事業においてはコミュニティセンターも含め
ると年間 91 万 2 千人以上の利用があります。令和 7
年 6 月には社会教育委員会議より「人生 100 年時代の
社会教育〜ウェルビーイングと前橋モデル〜」の提言が
あり、学びの拠点としての機能強化を図っています。市
立図書館は令和 5 年度に「図書館新本館基本構想・基
本計画」を公表し、官民協働のまちづくりが進む中心市
街地への移転が計画中です。本市の特徴として、地区
公民館には図書館分館が併設されています。
　国指定重要文化財である臨江閣をはじめとして 360
の各種文化財を有し（令和 6 年度末時点）、郷土前橋を
愛する心を育てるため、史跡等を保護して活用を図って
います。また、小学生向けの考古学教室、大人向けの
まえばし古墳の教室は毎回大盛況をいただいています。

【夏休み考古学教委室～はにわ・どぐう作り～】

　交通安全・天文・環境・科学・文化芸術が学べる児
童文化センターでは、オリジナルプラネタリウム番組が
季節に応じて投影されています。シナリオ（職員）から
アフレコ（センターでのクラブ活動の児童生徒協力あり）
まで自主製作しており、オリジナルキャラクターが出演し
ている珍しい取り組みです。

　さらに、教育機関を集めた前橋市総合教育プラザには
「教育資料館」があり、前橋市に関する教育資料を収集・
整理・保存し、展示や企画展を通して広く公開しています。

【館内の様子（昔の教室体験コーナー）】

【学校給食、教育資料館でインスタグラムを
開設しています。ぜひご覧ください。】

群馬県前橋市教育委員会群馬県前橋市教育委員会



教育委員会月報　2025年9月号 地方発！我が教育委員会の取組17

教育振興基金2
（1）基金の設立
　平成 23 年度に多額の遺贈寄附を受けたことをきっか
けとして、平成 24 年１月に「前橋市教育振興基金」を
創設しました。この教育振興基金は、教育委員会で受け
入れた寄附のうち、高額であるもの（寄附目的の事業が
複数年度に分かれるなど）や詳細な使途指定がないもの
のほか、学校古紙売却益などを積み立て、教育事業に
活用しています。

（2）使途
　これまでにお預かりした寄附金は、校内 LAN の整備、
楽器の購入など学校での活用をはじめとして、文化財施
設の補修や図書館での本の充実のほか、様々な教育現
場で活用させていただいています。

【文化財説明版の充実】　　　 【歴史資料館の展示制作】

【臨江閣の門扉作成】 　　　 　　【校内ＬＡＮ無線化】

【児童文化センター：水槽更新、グランドピアノ購入】

遺贈・相続寄附プログラム3
（1）遺贈寄附等の潜在的需要
　教育委員会を取り巻く環境について、学校教育では
GIGA スクール構想への対応、校舎等施設の老朽化、特
別な支援を必要とする児童生徒や外国にルーツを持つ家
庭の増加、いじめや不登校など多様化・複雑化しています。
　このような多様化する環境下においても学びを止め
ず、未来を担う児童生徒を支えるためには、学校や教育
委員会だけでなく、地域社会全体での支援やサポートが
必要で、寄附もその一つとして大いに期待しているとこ
ろです。
　個人や企業からの一般的な現金寄附の申出に関して
は、規則に則った手続を取らせていただくところですが、
遺贈寄附や相続財産の寄附（以下遺贈寄附等という）に
ついてご相談があった場合は、遺言書の作成（民法）や
税の申告などについて専門的な知識を有しておらず、紹
介できる相談先（弁護士、税理士、司法書士等）もなかっ
たため、これまで明確な回答ができずにいました。また、

「終活と遺贈に関する意識調査 2017（国境なき医師団）」
においても、終活の一つである遺贈について 6 割以上
の方が「遺贈の意向がある」と回答していることからも、
遺贈寄附等について相談需要が高いと考えていました。

（2）地元金融機関との連携
　こうしたことから、市民に遺贈寄附等について広く知っ
ていただくとともに、寄附を希望される方の相談に対し

群馬県前橋市教育委員会群馬県前橋市教育委員会
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専門的な知見からの的確なアドバイスをいただけるよう、
金融機関との協力体制を築きたいと考えました。そこで、
本市の指定金融機関・指定代理金融機関・収納代理金融
機関で本市に本店がある金融機関に相談したところ、ラ
イフサポートに関する商品を取り扱っている金融機関にご
理解いただき、令和 5 年 3 月 28 日に「前橋の教育への
遺贈寄付・相続寄付に関する協定」を締結しました。

　前橋市教育委員会は、遺贈寄附等の相談があった場
合は協定先金融機関をご案内することができ、相談者の

意思が円滑に実現できる体制を整えられるようになりまし
た。これにより相談者は、協定先金融機関に気軽に相談
に応じてもらえます。協定先金融機関は専門的知識によ
る社会貢献ができるとともに、相続関連その他金融機関
が取扱う商品を相談者に紹介することもできます。なお、
相談者と協定先金融機関の間における相談内容や本市
への寄附内容等は、正当な利用なく前橋市教育委員会
及び第三者へ開示されることはありません。

（3）市内郵便局との包括連携協定における取組
　前橋市は、市及び事業者等が複数の分野の事業におい
て双方の資源を有効に活用した協働による取組を推進す

群馬県前橋市教育委員会群馬県前橋市教育委員会
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ることで、地域の課題解決を図り、地域社会の発展や市
民サービスの向上等に資することを目的として、事業者
等と「包括連携協定」を締結しています。
　郵便局とも包括連携協定を締結しており、「教育活動へ
の協力・支援に関すること」が連携事項のひとつになっ
ています。また郵便局も終活紹介サービスを取り扱って
いることから、このサービスの案内も記載した前橋市教
育振興基金への寄附募集チラシを作成し、前橋市内の各
郵便局窓口に設置していただきました。

おわりに4
　前橋市では、子供から大人まで、人生 100 年時代の
学びを支えるため、学校教育から社会教育にかかる様々
な取組を進めています。これら事業の財源の一部を確保
するため、今回紹介しました遺贈・相続寄附等の取組を
導入しています。今後も寄附等による財源の確保が図れ
るよう効果的な情報発信に力を入れていきたいと考えて
います。また、様々な機会を活用して寄附文化の醸成を
図ることで、遺贈寄附等にもつながっていくことを期待し
ています。

　さらには、こうした財源の活用にあたっては、寄附者
の思いに寄り添った、持続可能な事業等を検討するとと
もに、特色ある前橋市の教育を充実させていく工夫も必
要です。引き続き財源の確保と効果的な事業の充実を
図っていきます。前橋市で学ぶすべての人のために。

群馬県前橋市教育委員会群馬県前橋市教育委員会
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はじめに1
　平成 19 年の特別支援教育全面実施から 19 年目を迎
えた。この間、「障害者の権利に関する条約」の批准や「障
害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」の制
定など特別支援教育に関する大きな動きもあり、全国的
にインクルーシブ教育システムの構築を目指して様々な
取組が行われてきた。
　本市においても、近年特別支援教育に対する地域・保
護者の理解や関心に広がりが見られ、特別支援学級在籍
児童生徒数や通級指導教室で学ぶ児童生徒数が増加傾
向にある。それに伴い、一人一人の学びの場について
判断をする教育支援委員会において検討するケース数も
増加の一途をたどっている。また、学校においては、特
別支援学級や通級指導教室を担当する教員も増加し、教
職員の専門性の向上や継承が課題になってきている。
　本稿では、このような現状の中、本市として取り組ん
できた教育支援委員会の体制強化や教職員への研修機
会の場の設定について述べていく。

教育支援委員会の
質的向上に向けた取組2

（1）本市の教育支援委員会の現状
　令和７年度の本委員会は、委員 26 名（医師、障害者
団体代表者、学識経験者、教育委員会職員、福祉関係

職員）で構成されている。年間の活動計画は表１のとお
りである。

市教育支援委員会／業務計画

６月 委員委嘱

６月 総 会

７～８月 公私立幼保・小・中児童生徒調査（調査票）

※５～８月 保育園（所）等訪問

※９月１日現在「特別支援学級 新・増設計画調査」

※各検査等

７月 研 修 会

１０月 就学時健康診断（知能検査一次・二次等）

※資料作成

１０～１１月 行動観察会（各園所）

１０月下旬 小委員会
・特別支援学級在籍児童生徒・校内検討者の検討を実施

・保留者は、本委員会へ

１１月中旬 本委員会
・小委員会報告ならびに要協議児童・生徒の再検討

・就学前児童にかかる関係者意見具申

・ 〃 検討会議（各事例）

本委員会終了後速やかに

検討結果通知、学校長/園（所）長へ送付
（学校長・市教委→保護者）就学指導ならびに家庭訪問

※県立特別支援学校就学者を、市教委より県へ１１月３０日までに報告、

１２月３１日までに通知

令和６年１月末 入学通知

（市教委・県教委→保護者）

表１　新宮市教育支援委員会年間活動表

① 研修会の実施
　毎年、委員や各学校の特別支援教育コーディネーター
を対象として研修会を実施している。学校教育や医療的視
点など教育支援委員会の取組を進めていく上で委員の関
心の高いテーマについて有識者に講演していただき学ん
でいる。

和歌山県新宮市教育委員会和歌山県新宮市教育委員会

教育的ニーズを踏まえた教育的ニーズを踏まえた
特別支援教育の推進について特別支援教育の推進について

～教育支援委員会の質的向上と教職員の専門性向上に向けた研修を中心に～～教育支援委員会の質的向上と教職員の専門性向上に向けた研修を中心に～

Series 地方発！我が教育委員会の取組
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② 子育て推進課（母子保健担当保健師）と           
教育委員会との連携

　本市教育委員会には、心理士の資格を有す職員が２名
勤務しており、日常的に母子保健担当保健師と特別な支援
を要す幼児について情報交換をしている。障害の早期発
見・早期支援の必要性は広く認識されてきているが、本
市においても就学前から子どもの実態をいち早く把握し、
保護者が安心して就学を迎えられるよう学びの場について
情報提供や相談できる場の設定に努めている。
　また、教育支援委員会としては、委員が保育所・こども園・
幼稚園を訪問する「行動観察会」を実施し、幼児の様子をしっ

かり把握した上で学びの場を検討できるようにしている。

（2）年間スケジュールの明確化
　教育支援委員会の活動を行っていく上で、一人一人の
子どもの実態やニーズを適切に把握するために学校や関
係機関との連携は必要不可欠である。（１）で述べたとお
り、従来も各担当者が緊密に連携し、各担当の業務を行っ
てきたが、教職員や保健師には必ず異動があるため、年
間スケジュールや会に向けての資料準備等について、担
当者が代わっても困ることのないよう年間フローチャート
を作成することとした（図１）。

和歌山県新宮市教育委員会和歌山県新宮市教育委員会

新宮市内小・中学校における教育支援関連業務年間予定表 ※がついた項目は別紙の詳細記述 

 学校における取組 

４

月 

 

５

月 

 

６

月 

 

７

月 

 

８

月 

 

９

月 

 

10

月 

 

11

月 

 

12 

・

１ 

・

２ 

・

３ 

月 

 

特別支援学級学級担任・特別支援教育COの決定（4月上旬） 第 1回校内特別支援委員会<校内支援体制の確認等>（4月上旬）※１ 

障害のある児童生徒の実態調査及び通級による指導

に係る実態調査提出（５月下旬〆切） ※２ 

☆回答項目 

①特別支援学級設置校⇒障害種、学級名、在籍児童生徒数、担任名、教育課程 

②全ての学校⇒1）５月１日現在在籍していないが入級対象となる児童生徒について 

③通級指導を受けている児童生徒がいる学校⇒実態調査 

☆取組開始時期･･･調査依頼は例年 4月末ですが、4月から準備をしておくと良いです。 

２課連携に係る学校訪問（４月下旬～5月上旬） ※３ 

☆取組開始時期 

・訪問依頼を 4月中旬にします。当日までに資料準

備をお願いします。 

 

新宮市教育支援委員会総会（6月上旬） 

新宮市教育支援委員会研修会（6月中旬～7月中旬） 

新宮市教育支援委員会資料（調査票）提出〆切9月 1日     児童生徒数・特別支援学級新増設調査 提出〆切9月上旬   

☆調査票の用紙配布 

（６月上旬）    ※４ 

☆調査票に記載すること 

・児童生徒氏名等基本情報 

・心理検査の記録 

・医師の診断結果 

・日常生活の様子 

・学習面の様子 ・手帳の有無 

・保護者の意見や教育観 

・その他就学に係る参考事項 

☆対象児は校内教育支援委員会

で決定し、担任や特支COが中心

となり作成します。 

 

 

三課連携に係る園・保育所訪問 

※次年度就学予定児の観察と

園からの情報提供を受け、教育

支援委員会対象児を検討（６月

中旬～７月下旬） 

第１回新入生ニーズ報告会 

（８月第１週） 

☆校内教育支援委員会の開催（夏季休業中）  ※５ 

・調査票を作成し、市教育支援委員会において就学先の検討をする

児童生徒について判断する場です。 

・調査票は作成しないが、特別な支援を必要とする児童生徒につい

ては、「校内経過観察」という判断になります。「校内経過観察」と

なった子どもたちについても、適切な支援をお願いします。       

新宮市教育支援委員会小委員会（令和５年度より１０月末の開催を検討）  ※６ 

新宮市教育支援委員会本委員会（令和５年度より１１月上旬の開催を検討）  ※７ 

次年度就学先の決定（１１月３０日〆切）  ※８ 

特別支援学級設置計画に関する調査（調査４）提出（１２月上旬〆切）  ※９ 

教育支援に係る園・保育

所への行動観察会 

※教育支援委員会委員

が調査票の提出のあっ

た幼児の行動観察を実

施（９月中旬～１０月下旬） 

☆調査票の提出から小委員会までに学校で取り組むこと（通常学級在籍児・特別支援

学級在籍児ともに） 

・保護者への意思確認と入級への流れの説明 

・心理検査未実施や医療機関受診がまだの家庭に依頼 

・調査票に修正があれば速やかに再提出 

・小委員会での報告に向け、資料の整理 

就学時健診 

（9 月下旬～

10月下旬） 

次年度に向けて（3学期）※10  ・個別の指導計画・つなぎ愛シートの入力  

・次年度入級児の受け入れに向けての準備 ・特別支援教育体制の引き継ぎ   

☆教育支援委員会の後にすること（小・本委員会の後～11月下旬） 

・新入児・在籍生共に⇒保護者への報告・同意書の作成、具申書の作成、就学指導票のチェック、市教委との情報共有 

校内特別支援委員会<校内支援体制の確認等>（3月下旬） 

第２回新入生ニーズ報告会（１２月第４週） 

小・中引き継ぎに係る連携 

・次年度入学予定者の行動観察 

・小学校からの情報の引き継ぎ（12月～2月にかけて） 

 

みくまの支援学校見学会（6月頃） 

一日体験学習（7月頃） 

図１ 年間フローチャート
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①本フローチャートの名称と配布先
　フローチャートは「新宮市内小・中学校における教育支
援関連業務年間予定表」と名付け、A３サイズとし、一目
で１年間の流れが分かるよう留意した。
　また、補足説明が必要な事項には注釈をつけ、別紙に
て解説するよう工夫した（図２）。
　本予定表は、市内各小中学校、幼稚園、子育て推進課、
教育支援委員会委員に配布して周知した。

②注釈（※）をつけて補足説明したこと
１）校内特別支援委員会について
　本フローチャートでは、各校において年 3 回の定期的
な校内委員会の開催を提案している。1 回目は、4 月の
新年度当初、2 回目は夏季休業前から夏季休業期間、3 
回目は年度末である。実際、各校ではフローチャートで提
案したような形態で開催されており、それに加えケース会
議等が定期的に行われている。
　新年度には、学校長より特別支援教育コーディネーター
の指名が行われ、校内特別支援委員会も開催される。学
校では、新年度は人事異動や校務分掌の変更等で担当者
が代わることもあるため、昨年度までの取組を確実に継承
し、一貫した支援が行われる体制を早期に構築することが

和歌山県新宮市教育委員会和歌山県新宮市教育委員会

重要である。最初の校内特別支援委員会で行ってほしいこ
とを補足資料として記述した。
　2 回目の校内委員会については、校内支援委員会の開
催について各校の実態に応じた会の持ち方について記述し
た。
　年度末となる 3 回目の校内委員会については、次年度
の新入生の受け入れ体制や校内特別支援体制など引継業
務についての留意事項を記述した。
２）調査資料の提出について
　特別支援学級の新増設や通級指導教室の利用状況等に
ついては、和歌山県教育委員会としっかり情報共有を行い、
調査等に係る文書を適切に整理する必要がある。教育支
援関連の業務においても、年に数回県教育委員会に提出
する調査等がある。学校に回答してもらう資料についての
留意事項のみならず、特別支援学級や通級指導の運用に
関する適切な教育課程の編成等について補足説明を加え
るなど工夫をした。また、一人一人の学びの場を検討す
る教育支援委員会の意義を確認し、特別な教育的ニーズ
を必要とする子どもを見逃すことのないよう意識できるよ
うな補足も加えた。

図２ 注釈資料の一部抜粋
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３）教育委員会事務局と子育て推進課保健師との連携に
ついて
　本市では、教育支援に係り、「２課（教育委員会教育
政策課と子育て推進課）連携」の活動を重要視して取り
組んでいる。平成 25 年度に「３課（教育委員会学校教
育課・子育て支援センター・保健センター）連携」とし
てスタートしたこの取組は、学校と行政がしっかりと情報
共有をし、特別な教育的ニーズを必要とする子どもにつ
いて生育歴等の貴重な情報を交換し相互の連携を深め
ることを目的としている。
　具体的な活動としては、ア）学校訪問、イ）保育園
等訪問、ウ）ニーズ会議が挙げられる。

ア）学校訪問について
　年度当初に２課の担当者が市内各小中学校を訪問し、
学校長と面談しながら１年間の連携を確認する会であ
る。学校から特別な教育的ニーズを必要とする子どもの
数や不登校等の家庭環境に配慮を要す世帯数等の現状
報告を受け、行政側からも情報を提供したりしている。

イ）保育園等訪問について
　６～８月にかけて、市内の保育所・こども園・幼稚園
を訪問し、５歳児の行動観察やカンファレンスを行ってい
る。この園訪問は、その後の教育支援委員会へとつな
がっていく非常に重要な取組である。

ウ）ニーズ会議
　次年度就学を迎える５歳児について母子保健担当保健
師から小学校の教員（特別支援教育コーディネーター
等）に情報提供をする会で、年２回行っている。１回目は、
例年夏季休業中に行われ、この時に教育支援委員会で
学びの場を検討する可能性のある幼児について小学校
が把握することになる。２回目は、教育支援委員会が終
わった後の１２月下旬から１月上旬に行われ、入学に際し
必要となる療育の状況等について学校に丁寧な情報提
供が行われている。

　注釈には、上述のような事項について教員や保健師に
とってなるべく分かりやすい言葉で説明を記述するよう
努めた。

（3）保護者向けリーフレットの作成
　本市では、次年度就学を迎える５歳児の全保護者に対
して教育支援委員会について説明を行っている。令和４
年度まで、説明は就学時健診の際、文書を読み上げる
形で行ってきた。県教育委員会作成のリーフレット「安
心して就学を迎えるために～みんなのねがい はずむ笑
顔すべての子供に豊かな教育を～」を参考に就学まで
のスケジュールや様々な学びの場について説明してき
た。
　保護者と個別に相談をする際、「地元に特化したリー
フレットがあれば」という声を受け、令和５年度に本市教
育委員会としてリーフレット「すべての子どもに 笑顔いっ
ぱい豊かな教育を～新宮市の就学支援について～」を
作成した。
　学びの場や相談機関について本市の資源を周知でき
る資料となった。また、Q&A のスペースを設け、特別
支援学校や特別支援学級の教育課程、個別の教育支援
計画の活用、合理的配慮の提供について情報を発信で
きるよう工夫した。
　ここまで、教育支援委員会の質的向上について述べ
てきた。次に、特別支援教育に関する専門性の向上に
ついて教職員への研修の機会の設定について報告する。

様々な研修の機会の設定3
（1）新宮市特別支援教育コーディネーター研修
（令和 5 年度スタート）
　各校において校長のリーダーシップのもと特別支援教
育の推進がなされてきたが、学校現場でキーパーソンと
なるのが特別支援教育コーディネーター（以下特支 CO 
とする）である。

和歌山県新宮市教育委員会和歌山県新宮市教育委員会
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　本市においても、すべての小中学校で特支 CO が指
名されているが、学校によって経験年数や職種、人数は
様々である。
　そこで、特支 CO の役割の周知と先述の年間フロー
チャートについての説明を目的に、令和５年度より市独
自の研修会として「新宮市特別支援教育コーディネー
ター研修」の取り組みを開始した。
① 開催時期と研修時間
• 開催時期：毎年 4 月下旬～５月上旬
• 研修時間：６０分

②内容
１）特支 CO の役割について

• 文部科学省ガイドラインを参考に、様々な特支 CO 
の役割について、「はじめて CO になった人」と「CO 
の経験のある人」に分けて概説。

• 特支 CO の経験のある指導主事が自身の経験につ
いて報告。

２）市教育支援委員会の年間スケジュールについて
• 先述のフローチャートと補足資料を配付し、教育支援

に係る業務について説明。
３）特支 CO 同士の情報交換

• テーマを設定し、校種ごとにグループになって情報
共有をする。

　令和６年度テーマ「特別支援教育コーディネーターと
して知っておきたい地域資源について」令和７年度テー
マ「校種間の連携における課題と特別支援教育コーディ
ネーターの役割について」
③参加した特支 CO の声
　特支 CO の役割については、説明の際、初めて担
当になった教員が過度な負担感を感じないよう留意し
た。フローチャートについては、参加した特支 CO より

「毎年行っていることだが、いつ、何をすれば良いか
一目で分かるのでありがたい」「書類の準備等について
管理職と相談する際に活用したい」といった感想をい
ただいた。
　各校の特徴的な取組について共有することができな

かったので、今後は情報共有の時間も確保していきたい。

（2）各学校における研修
　各校においてこれまでも特別支援教育に関する職員
研修（現職教育）は行われてきた。
　研修会では、県教育委員会指導主事や特別支援学校
の巡回相談員を講師に招き、学校のニーズに応じたテー
マで講義や演習が行われているが、本市教育委員会に
も同様の依頼があり、指導主事が研修の担当をしている。

（表２）

校種 現職教育のテーマ

令
和
４
年
度

小学校 自閉症・情緒障害特別支援学級における指
導の実際

小学校 発達障害についての理解と支援の実際

小学校 特別支援教育に関する基本的事項（学びの
場～通級指導教室の運用）

中学校 特別支援教育の基礎・基本

中学校 特別支援学級を中心とした特別支援教育の
推進について

中学校 授業のユニバーサルデザインに関する基
礎・基本

令
和
５
年
度

幼稚園 弱視教育に関する基本的事項

小学校 自閉症・情緒障害特別支援学級における指
導の実際

小学校 特別支援学級経営と通常学級における合理
的配慮について

小学校 通常学級における支援の実際について

小学校 通常学級における合理的配慮や特別支援教
育の視点を活かした学級づくり

中学校 LD 児への支援（読み書き障害を中心に）

令
和
６
年
度

小学校 通級指導について
小学校 通常学級における支援と合理的配慮
小学校 思春期におけるASD 児への支援

中学校 特別支援教育に関する基本的事項と通常の
学級における支援

中学校 特別支援教育に関する基本的事項と通常の
学級における支援

中学校 通常の学級における支援の実際
表２ 過去３年間の市教育委員会による

特別支援教育に関する職員研修
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おわりに4

　本報告における取組の成果と今後の課題について、表
３にまとめた。
　一人一人の子どもへの教育的ニーズに的確に応える
ために、教育支援委員会の果たす役割は非常に大きい。
これまで、本市では学校、行政、福祉等関係者が各担
当の業務にしっかり取り組み、密に連携を図りながらフェ
イストゥフェイスで教育支援に関する取組を進めてきた。
早期からのアセスメントや各課の連携など先進的な取組
ができてきたのも、これまでの担当職員の努力によると
ころが大きい。今後、若手職員の増加や人事異動等に
よる担当者の入れ替わりが続くことが予想される中で、

今回フローチャートという目に見える形の資料を作成で
きたことは大きな成果であったと考える。
　また、教育委員会としてもフローチャートを用いて説
明することで、学校の教員（特に特支 CO）や保健師と
伝えたい情報や必要な資料等を確実に共有していくこと
を実感できた。
　多くの学校の管理職から「特別支援教育について研修
していくことが重要」、「特別支援学級経営や発達障害の
ある子への支援の方向性について最重要課題の一つと
して考えている」といった声が聞かれて久しい。今後も、
教育委員会として学校の現状を適切に把握し、学校と一
緒になって適切な支援が行えるような体制の強化に取組
んでいきたい。

表３ 取組における成果と課題

教育支援委員会の質的向上 教職員への研修機会の確保

成　
果

• フローチャートにより、教育支援委員会事務局の
みならず、学校にとっても見通しを持ちやすくなっ
た。

• フローチャートがはじめて教育支援に携わる職員
にとってのマニュアルになるとともに、職員間の
引継ぎの際活用できるものとなった。

• 教育支援リーフレットは、市内 5 歳児の全家庭、
幼・保・こども園、各学校に配付するとともに、
個別の就学相談にも活用することができた。

• 市内の関係機関（医療・福祉・教育・行政等）
や具体的な連携について一目で分かる資料の作
成と活用（R7 現在作成中）

• 特支 CO 研修を行うことで、学校長のみならず
特支 CO にも教育支援委員会の年間スケジュー
ルや提出文書などについて周知することができ
た。

• 各学校の個別のニーズに応える研修会を行うこ
とができた。

課　
題

• 少しずつ内容の変更等が出てくるので、改訂作
業を何年に 1 回のペースで行っていくか。
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　全国産業教育フェアは、専門高校等の生徒の学習
成果を総合的に発表する祭典であり、「専門高校等の
甲子園」とも言われています。平成３年度から開始し、
都道府県教育委員会との連携・協力を得て、毎年開
催しており、本年度で35回を迎えます。
　第35回全国産業教育フェア福島大会「さんフェア
福島2025」は、令和７年10月25日（土）、26日（日）、
福島県郡山市を中心に開催します。
　「全国の専門高校等で学ぶ新しい時代を担う高校
生達が、復興・創生に向けて、ひとつ、ひとつ、実現
する「チャレンジ県ふくしま！」に集い、地域や産業界
との対話と協働を通して培われた魅力あふれる産業
教育の取組を発信する。」という基本理念のもと、生
徒実行委員会及び各運営担当校が中心となり大会準
備を進めています。

●基本方針
　以下の基本方針に基づいて大会を開催します。
○Challenge　挑戦
　課題に果敢にチャレンジする高校生の姿を発信で
きるフェアとする。
○Collaboration　協働
　地域や産業界と連携し、地域産業の素晴らしさを
体感できるフェアとする。
○Creation　創造
　新たな技術や方法、価値の創造を発信できるフェ
アとする。

●大会ポスター・キャッチコピー
　県内の専門高校生による大会キャッチコピー及び

ポスター原画を決定しました。
　大会キャッチコピーは、「産業から変わる福島の未
来～エールで咲かそう福の華～」。福島県の「福」
と福島市出身の作曲家古関裕而氏にちなみ「エール
（応援）」とを組み合わせ、産業によって華々しい
未来を咲かせていけるようにという願いが込められて
います。
　ポスター原画は、福島県の産業の魅力を誰にでも
見やすく、多くの人に伝わるように特産品の特徴を
とらえて簡単にわかりやすく表現しています。

第３５回全国産業教育フェア福島大会
専門高校等の生徒による学習成果発表の祭典

第３５回全国産業教育フェア福島大会実行委員会、文部科学省、福島県、
福島県教育委員会、郡山市、郡山市教育委員会、公益財団法人産業教育振興中央会、
全国産業教育振興会連絡協議会、福島県産業教育振興会

第３５回全国産業教育フェア福島大会実行委員会事務局（福島県教育庁高校教育課内）
〒960-8670 福島県福島市杉妻町2番16号（西庁舎5階）
TEL.024-521-8643  FAX.024-521-7973
URL https://ｋｏｕｋｏｕ-ｓ．ｆｃｓ．ｅｄ．ｊｐ

産
業
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ら
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る
福
島
の
未
来
〜
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で
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そ
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華
〜

主　　　　催

ポスター原画デザイン：福島県立福島工業高等学校
電気科  関根  龍生

ポスター原画デザイン：福島県立福島工業高等学校
電気科  関根  龍生

キャッチコピー：福島県立福島商業高等学校
経営ビジネス科  佐藤  律希

キャッチコピー：福島県立福島商業高等学校
経営ビジネス科  佐藤  律希

令和7年

10 25 26●日・●土
ビッグパレットふくしま（福島県産業交流館）
郡山総合体育館
学校法人 郡山開成学園 郡山女子大学
学校法人 聖光学院 聖光学院高等学校

ビッグパレットふくしま（福島県産業交流館）
郡山総合体育館
学校法人 郡山開成学園 郡山女子大学
学校法人 聖光学院 聖光学院高等学校

会場

問い合わせ先

大会HPはこちらから▲

大会マスコットキャラクター
キビタン〇福島県
大会マスコットキャラクター
キビタン〇福島県CC

開催期日　令和７年 10月25日（土）～令和７年 10月26日（日）
会　　場　ビッグパレットふくしま、郡山総合体育館、郡山女子大学、聖光学院高等学校
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●開催概要
　福島県は、東日本大震災と東京電力福島第一原
子力発電所事故から14年が経過する中、国内外か
らたくさんの心温まる御支援を頂きながら復興への
歩みを着実に進めており、福島で学び、福島に誇り
を持つことができる『福島ならではの教育』を推進
するとともに、専門高校等においては、企業と連携
した協働的な学びを進めています。
　「さんフェア福島 2025」では、各種催事を通して、
全国の専門高校等の生徒の日頃の学習成果と産業

教育の魅力を発信してまいります。ぜひ、福島県に
お越しいただき、全国の高校生との交流を深めると
ともに、福島県の美しい自然や奥深い歴史と伝統文
化など、様々な魅力を堪能し、復興に向けて力強く
歩み続ける福島の今を「見て」「感じて」ください。

大会ＨＰ⇒
第 35 回全国産業教育フェア
福島大会実行委員会事務局
https://koukou-s.fcs.ed.jp/

https://koukou-s.fcs.ed.jp/


「農業クラブの存在」
　私は秋田県の農業高校での２５年間の教員生活を離れ、４月から配属となった産業教育
振興室では毎日新鮮な気持ちで勤務している。
　農業教員を目指したきっかけは、教師になるのが夢だったからとか、憧れの教師がいた
からという訳ではない。大学時代のある友人との出会いがきっかけとなっている。
　私自身は普通科高校出身であり、大学で農学部を選択。果樹園芸を営む家に生まれ、
学問としての生物が好きであったため、将来的には農業技術を指導する立場から地域農業
の活性化に貢献できれば良いと考えて選んだ。
　大学時代は、全国から集まった仲間と交流できた。学外の人を含め、幅広い年代の人
たちと楽しんだり、朝まで語り合ったりして刺激的な毎日であった。仲間に恵まれて最高の
学生生活を送ることができたと思う。その中で、農学部の同じ学科に青森県の農業高校出
身のＫ君がおり、交友を深めた。 農学の専門講義では、私の疑問点に対して、その場で
分かりやすく解説してくれて助けられた。
　ある日Ｋ君から「農業クラブを知ってる？」と聞かれた。普通科高校出身の私は、当然
ながら知る由もない。「農業クラブとは、全国の農業高校生で構成される約 10 万人（当時）
の組織で、県内でも多くの種類の大会や研修会がある。東北大会を勝ち上がると高校野球
の甲子園のような全国大会に出場できる。高校時代は全国副会長だったので日本中の仲間
はもちろん海外の農業クラブ員とも交流した。」という内容を楽しそうに話してくれた。私は、
農業クラブという名前なので、農業好きが集う単なるクラブ活動の一種かと思っていたが、
Ｋ君が高校時代から幅広く交流・活躍してきたことを聞き、当時の私の大学受験対策主体
の高校生活では到底考えられないことであったので羨ましく思い、農業高校の魅力を感じた。
　そしてＫ君は、「将来は母校の農業教員として勤務し、農業クラブを活性化させたい。」
と目標を語ってくれた。農業高校と縁が無く、農業教員という職業すら全く知らなかった私
であったが、Ｋ君の熱い話に刺激を受け、洗脳されたかのように私も教職課程を選択。い
つしか私も農業教員を目指すようになったのである。
　その後Ｋ君は夢を叶え母校の農業教員として勤務。生徒の農業クラブ活動を通して高校
生で国内初のグローバルＧＡＰ認証を果たす等、Ｋ君の指導のもとで次々に先進的な取組
が成功。地域農業活性化のモデルとなり、全国的に注目される農業高校になった。Ｋ君
の活躍は私の目標であり、農業クラブの大会引率や農業教育研究協議会等で再会する度
に、情報交換する仲間としてありがたい存在である。
　農業クラブの正式名称は 「日本学校農業クラブ連盟」 であり、通称は 「農ク」または
「ＦＦＪ(Future Farmers of Japan)」。今年の第７６回ＦＦＪ全国大会は１０月２２～２３日の
日程で東京都・神奈川県・山梨県を会場に開催され、約５千人の参加が見込まれている。
読者の皆様にも農業クラブ活動を通した農業高校生の活躍に是非注目していただきたい。

（T.F）
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